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業績の概要 

業績の概要 
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業績概要 
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(億円） 前期比 計画比

連結経常利益 842 855 13 10

親会社株主に帰属する当期純利益 570 554 △ 15 14

(億円） 前期比 計画比

業務粗利益 1,517 1,500 △ 17 △ 19

資金利益 1,260 1,254 △ 5 △ 12

役務取引等利益 192 190 △ 1 △ 5

特定取引利益 26 32 6 7

その他業務利益 38 22 △ 15 △ 9

うち債券関係損益 20 22 1 7

経費（△） 826 820 △ 5 0

実質業務純益 691 679 △ 11 △ 20

コア業務純益 670 657 △ 13 △ 27

一般貸倒引当金繰入額（△） - - - -

業務純益 691 679 △ 11 △ 20

臨時損益 50 117 66 47

うち不良債権処理額（△） △ 3 △ 23 △ 19 △ 23

うち株式等関係損益 12 27 15 0

経常利益 741 796 54 26

特別損益 △ 11 △ 6 5 4

当期純利益 458 525 67 25

与信関係費用（△） △ 3 △ 23 △ 19 △ 23

15/3期 16/3期

15/3期 16/3期

連結

単体

過去 
最高益 

増益トレンド加速 

資金利益（上期推移） 

p.4 

p.7 

p.8 

p.9 

p.9 

p.9 

コア業務純益（上期推移） 

（億円） 

（億円） 

下げ止まり 

※15/3期負ののれん発生益等除きで過去最高益 

※ 

7期連続増益 
（15/3期負ののれん発生益等70億円除き） （億円） 

負ののれん発生益等70億円 

親会社株主に帰属する当期純利益 

業務粗利益の増減要因 

+6 

+3 
▲1 

▲6 

1,520 

▲5 
+6 

▲15 

▲1 

資金利益 

（億円） 
計画対比 △12 
＜内訳＞ 
国内 預貸金  +0 
   有証等  △11 
国際       +0 



78,561

80,201

82,905

70,000

75,000

80,000

85,000

14/3期 15/3期 16/3期

(億円） 前期比 前期比

資金利益 1,260 △ 6 1,254 △ 5

国内業務部門 1,200 △ 20 1,194 △ 5

うち預貸金 1,050 △ 45 1,015 △ 35

貸出金利息 1,088 △ 48 1,051 △ 37

預金利息 38 △ 2 35 △ 2

うち有証利息配当金 157 20 184 27

債券 65 △ 9 55 △ 9

株式 52 9 64 12

投信 39 20 63 24

国際業務部門 59 14 59 0

15/3期 16/3期

資金利益 

4 

資金利益はマイナス金利の影響により微減も貸出は順調に推移 

（億円） 

国内業務部門 貸出金平残 

+2.9％ 

+1.6％ 

+3.2％ 

貸出金利息増減の内訳（約定利息ベース） 

（億円） 

（億円） 

消費者ローン 
全体で 

前期比プラス 

＜対前年同期比較＞ 

＜足元の前期比較＞ 

74,586  

76,870  

78,561  

80,201  

83,122  

69,000

74,000

79,000

84,000

12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 

+2.0％ 

+3.3％ 

+3.1％ 

国内円貨貸出金利息の前期比比較（マイナス金利の影響） 

事業者向け 

住宅ローン 

無担保ローン 

＜マイナス金利影響額の内訳＞ 

マイナス金利 
適用前 

マイナス金利 
の影響 

（億円） 

（億円） 

＜半期ベース＞ 

短期プライム 
レート 

固定金利 

短期プライム 
レート 

固定金利 

市場金利 
（TIBORなど） 

一般事業資金 
5.1兆円 

住宅ローン 
3.1兆円 

国内円貨貸出金の内訳 
（16/3末） 

一般事業資金 
5.0兆円 

住宅ローン 
3.1兆円 

短期プライムレート 21％ 
市場金利（TIBORなど）31％ 
固定金利 48％ 

短期プライムレート 78％  
固定金利 21％ 

0.6兆円 

2.4兆円 

実績 

見込み 

＜年度ベース＞ 

実績 （億円） 

マイナス金利 
の影響 

見込み 

※行内管理ベース 

※行内管理ベース 



預金・貸出金の状況 
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県内・県外共に中小企業向け貸出は好調、無担保ローンも大幅伸長 

646
673

770

895

1,078

600

900

1,200

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末

26,586 

27,822 

28,817 

30,163 

31,405 

25,000

29,000

33,000

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末

住宅ローン 

(億円） 増減率

預金 107,333 111,402 4,068 3.7%

国内預金 104,071 106,890 2,819 2.7%

うち個人預金 79,198 80,719 1,521 1.9%

(億円） 増減率

貸出金 84,611 87,974 3,362 3.9%

国内貸出金 82,993 86,288 3,294 3.9%

除く公共 80,551 83,992 3,441 4.2%

事業者向け 49,319 51,358 2,038 4.1%

大・中堅企業 13,480 13,492 11 0.0%

中小企業 35,839 37,866 2,026 5.6%

消費者ローン 31,231 32,634 1,402 4.4%

うち住宅ローン 30,163 31,405 1,241 4.1%

うち無担保ローン 895 1,078 183 20.3%

公共 2,442 2,295 △ 147 △ 6.0%

国内貸出金 82,993 86,288 3,294 3.9%

千葉県内店 60,678 62,808 2,130 3.5%

千葉県外店 22,315 23,479 1,163 5.2%

13,410 13,348 △ 61 △ 0.4%

千葉県外リテール店舗 8,905 10,130 1,225 13.7%

（※）東京営業部、新宿支店、大阪支店

15/3末 16/3末 前期末比

特別店(※)

15/3末 16/3末 前期末比

32,266 
32,899 

33,838 

35,839 

37,866 

30,000

35,000

40,000

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末

中小企業向け貸出 

（億円） 

+1.9％ 

+5.6％ 

+2.8％ 

（億円） 

+4.6％ 

+4.1％ 

+3.5％ 

+5.9％ 

+4.6％ 

+4.1％ 

+20.3％ 

+14.4％ 

+16.3％ 

無担保ローン 

（億円） 



有価証券の状況 
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円貨債券平均残存期間 

（年） 

固定利付債のみ 

全体 

有価証券末残※ 

国債 

△5.8％ 

株式 

△2.6％ 

外貨建 

有価証券 

+12.4％ 

社債等 

+10.4％ 

※ 評価損益を除くベース 

（億円） 

金利リスクを抑制しリスクコントロールすると共に、運用の多様化も実施 

外債の種類・格付別構成比（16/3末） 
AAA

2.9%

AA

41.5%

A

43.7%

BBB

10.8%

その他

1.0%

投信等 

+44.7％ 

円債の利回りが低下する中、 
外債・株式関連投資他への分散運用を継続 

【15/3末比】 

上場 1,024 
非上場 169 

円貨債券の残存期間別残高 
（億円） 

資産別リスク量構成比（16/3末） 

12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末 

固定利付債のみ 3.7年 3.6年 3.1年 3.4年 3.7年 

全体 3.4年 3.3年 2.9年 3.2年 3.5年 

国債・社債等 

外貨建有価証券 

株式・投信等 

潜在的リスク量が 
ほぼ等価となるような 
リスクパリティ型ポート 
フォリオを維持する 



役務取引等利益 

7 

法人ソリューション関連取引収益が増加するなか役務取引等利益は順調に推移 

（億円） 前期比

役務取引等利益 192 190 △ 1

役務取引等収益 381 390 9

役務取引等費用 △ 189 △ 200 △ 11

＜主な内訳＞

うち投信・年金保険 124 119 △ 4

うち投信手数料 78 59 △ 18

うち年金保険手数料 46 59 13

うち保障性保険手数料 8 10 2

うち金融商品仲介手数料 4 4 △ 0

うち法人ソリューション関連 23 35 12

うち私募債 2 4 2

うちシローン等 14 21 6

うちビジネスマッチング手数料 3 5 2

うち為替関連 117 118 0

うちローン支払保険料・保証料 △ 120 △ 129 △ 9

（参考）その他臨時損益

うち団信配当金 30 33 2

15/3期 16/3期

法人ソリューション関連収益 
（私募債・シローン等・M&A・ビジネスマッチング・相続関連他） 

（億円） 

（億円） 

役務取引等利益 

上期 

上期 

通期 

通期 

35 



本格展開  

経費 
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経費の主な増減要因 

一層の業務効率化を推進、経費抑制を図る 

(億円）
17/3期（計画）

定例給与等（+2） 営業人員増強（+1）

退職給付費用（△1） 定例給与等（+0）

預金保険料（△25）

システム共同化（+5） システム共同化(+8）

動産償却（+2） 預金保険料（+1）

手形事務共同化（+1） 動産償却（△4）

新規施策投資（+1）

外形標準課税（＋4） 外形標準課税(+8）

消費税（+2） 消費税（△2）
+ 7 + 6

人件費

物件費

税金

16/3期（実績）

△ 13 + 4

+ 3+ 1

前期比 前期比

経費 826 820 △ 5 835 14

人件費 416 417 1 421 3

物件費 363 349 △ 13 354 4

税金 46 53 7 59 6

16/3期
17/3期

（計画）
15/3期(億円）

次世代営業店モデルの構築 
第３フェー

ズ 
～2016.6 

第４フェー
ズ 

2016.7～
2017.12 

第5フェー
ズ 

2018.1～ 

第5フェーズ 

2018.1～ 

営業店での 
試行  

本格展開  

OHR※の推移 

上期経費（左軸） 

通期OHR（右軸） 

通期経費（左軸） 

※経費÷（業務純益-債券関係損益等+一般貸倒引当金繰入額+経費） 

（億円） 

（%） 

・業務の抜本的見直しによる営業店事務コストの削減 

・ロビーを中心とする店頭でのセールス強化（営業人員捻出） 

・実施ノウハウ・施策の定型化 

  

＜店頭＞ 
セルフオペレーション 
対話式オペレーション 

リモートオペレーション 

＜店内＞ 
現金管理レス 
ペーパーレス 

センター集中化 

（計画） 

事務量削減の実現 

セルフオペレーション 

リモートオペレーション 

現金管理レス 

センター集中化 

ペーパレス化 

対面式オペレーション 

千葉興業銀行 

コスト削減：約40百万円／年 

京葉銀行 

日本ＡＴＭ 

手形・税公金業務の共同外部委託 

共同外部委託 

手形業務：手形交換・手形集中・手形決済等 
税公金業務：国庫金等の収納済通知書の分類・集計・送付 

地元3行による提携 

事務共同センターを 
当行本店内に設置 

  

第１フェーズ 

2014.11～2015.2 

第２フェーズ 

2015.3～2015.7 
第３フェーズ 

現状把握   
営業店改革の 
基本方針策定  

施策の具体的 
検討・実行  

第１

フェーズ 

2014.11

～2015.2 

•現状把握   

第２

フェーズ 

2015.3～

2015.7 

•営業店改革の基本方針策定  

第３

フェーズ 

～2016.6 

•施策の具体化 

第４

フェーズ 

2016.7～

2017.12 

•施策の実行  

第5

フェーズ 

2018.1～ 

•本格展開 

第１フェーズ 
 

第２フェーズ 

第３フェーズ 

第４フェーズ 

第5フェーズ 
2018.1～ 

各種提携によるコスト削減 

手形・税公金業
務の共同外部委
託等 

第四銀行 

中国銀行 

基幹系システム
の共同化 

武蔵野銀行 

バックオフィス
共同化、サブシ
ステム等の共同
開発等を検討 

TSUBASA 千葉・武蔵野 
アライアンス 

県内提携 

地元行 

人材活用委員会 

人材ポートフォリオのあり方について検討 

人材の「ポートフォリオ」 
↓ 

将来予測に基づく中長期的人員計画の策定 

人材の「質」 
↓ 

人材育成・活用の高度化 

人材の「量」 
↓ 

部門別人員計画の策定 

第3 
フェーズ 

第1 
フェーズ 

第2 
フェーズ 

第4 
フェーズ 

次世代営業店モデルの構築 

施策の具体化 

現状把握   

基本方針策定  

施策の具体的 
検討  

＜店頭＞ 
セルフオペレーション 
対話式オペレーション 
リモートオペレーション 
 

＜店内＞ 
現金管理レス 
ペーパーレス 

センター集中化 

営業店での試行 

下期より順次実施 

⇒営業店の事務量36％の削減 
（人員換算で約500名程度の再配置）を目指す 



(億円） 15/3期比 前期比

与信関係費用 △ 3 △ 23 △ 19 10 33

一般貸倒引当金純繰入額 △ 14 △ 43 △ 29 △ 21 22

不良債権処理額 10 20 9 31 11

貸出金償却等 48 46 △ 1 53 6

うち新規発生 90 77 △ 12 80 2

うち担保下落等 8 4 △ 3 6 1

うち回収等 △ 47 △ 30 17 △ 33 △ 2

償却債権取立益 △ 38 △ 26 11 △ 22 4

与信費用比率 △0bp △2bp 1bp

15/3期 16/3期
17/3期

（見込み） （注） 
左表では過去との比較上、貸倒引当金戻入益を 
それぞれ一般貸倒引当金純繰入額及び 
個別貸倒引当金純繰入額に分けて表示。 

（億円） 

不良債権処理額（新規発生分） 

与信関係費用 

9 

98件 
（08下）  

159件 
（02上） 

37件 
（15下） 

取引先倒産件数 
159件 

（97下） 

与信関係費用は、当面低水準での推移を見込む 

（件） 

（計画）→ 

1995         2003            2015 



2017年3月期 業績計画 

7期連続増益へ 
（15/3期負ののれん発生益70億円除き） （億円） 

10 

負ののれん発生益等70億円 

570 

親会社株主に帰属する当期純利益 

（計画） 

17/3期
(億円） （計画） 前期比

業務粗利益 1,500 1,500 0

資金利益 1,254 1,207 △ 47

役務取引等利益 190 215 24

特定取引利益 32 33 0

その他業務利益 22 45 22

うち債券関係損益 22 27 4

経費（△） 820 835 14

実質業務純益 679 665 △ 14

コア業務純益 657 638 △ 19

一般貸倒引当金繰入額（△） - - -

業務純益 679 665 △ 14

臨時損益 117 30 △ 87

うち不良債権処理額（△） △ 23 10 33

うち株式等関係損益 27 10 △ 17

経常利益 796 695 △ 101

特別損益 △ 6 △ 10 △ 3

当期純利益 525 485 △ 40

与信関係費用（△） △ 23 10 33

17/3期

（計画） 前期比

連結経常利益 855 765 △ 90

連単差 58 70 11

親会社株主に帰属する当期純利益 554 520 △ 34

連単差 29 35 5

16/3期

16/3期
(億円）

単体

連結

（億円） 

（計画） 

資金利益 

プラス転換を見込む 

マイナス金利を受け下げ止まらず 

業務粗利益 

親会社株主に帰属する当期純利益 

（億円） 

（億円） 

570 

負ののれん発生益等70億円 

親会社株主に帰属する当期純利益の減少要因 

マイナス金利政策の
直接的な影響 

△20 

△23 

株式相場低迷による有価証券
売却益の保守的な見込み等 

非資金利益・子会社 
利益の強化等 

与信費用増加 

△23 +23 

+9 

税金負担の軽減等 

（億円） 

（億円） 

増減率

国内預金 104,071 106,890 2,819 2.7%

国内貸出金 82,993 86,288 3,294 3.9%

15/3末 16/3末 前期末比

国内預金および貸出金残高 

（億円） 



前中計最終年度 2020年に目指す姿

本中計最終年度 (単位：億円)

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2020/3

進捗率

(巡航)

77.9%

(66.6%)

96.7%

(66.6%)

107.5%

(100.0%)

81.3%

(66.6%)

58.2%

(66.6%)

115.9%

(66.6%)

10.8%

(66.6%)

親会社株主に帰属する 102.6%

当期純利益 (100.0%)

97.1%

(100.0%)

連結ROE 7.07%

(除負ののれん発生益等） （6.20％）

13%台

-6.27%

-13.17% 12.74%

570

連結普通株式等TierⅠ比率 12.85% - 13%台 -

+37 300

464

　役務取引等利益

+1％７％台±0％６%台

+85190

6.43%

19,662

+10,000120,000

215192178

+80650+106570

+6,00030,000+4,33824,00020,130

554

20,968

+8,782110,000111,402107,333

+4001,700+5301,3001,078895

+4,00036,000+3,18332,00031,40530,163

+6005,000件+2504,400件4,533件4,150件 4,731件

33,838

グループ預かり資産残高

預金残高

　無担保ローン残高

　住宅ローン残高

　融資新規獲得件数

　中小企業向け貸出金残高

28,817

770

101,218

+4,00042,000+4,16238,00037,86635,839

貸出金残高 80,830 +10,000+9,170 100,00090,00087,97484,611

3年間増減
目標とする指標

本中計年度

【計画】 3年間増減 【計画】

中計計数項目進捗一覧 
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前中計最終年度 本中計最終年度 2020年に目指す姿

(単位：億円)

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2020/3

進捗率

(巡航)

77.9%

(66.6%)

96.7%

(66.6%)

106.6%

(100.0%)

81.3%

(66.6%)

58.1%

(66.6%)

115.9%

(66.6%)

10.8%

(66.6%)

親会社株主に帰属する 102.6%

当期純利益 (100.0%)

97.1%

(100.0%)

連結ROE 7.07%

(除負ののれん発生益等） （6.20％）

13%台

-6.27%

-13.17% 12.74%

570

連結普通株式等TierⅠ比率 12.85% - 13%台 -

+37 300

464

　役務取引等利益

+1％７％台±0％６%台

+85190

6.43%

19,662

+10,000120,000

215192178

+80650+106570

+6,00030,000+4,33824,00020,130

554

20,968

+8,782110,000111,402107,333

+4001,700+5301,3001,078895

+4,00036,000+3,18332,00031,40530,163

+6005,000件+2504,400件4,533件4,150件 4,732件

33,838

グループ預かり資産残高

預金残高

　無担保ローン残高

　住宅ローン残高

　融資新規獲得件数

　中小企業向け貸出金残高

28,817

770

101,218

+4,00042,000+4,16238,00037,86635,839

+10,000+9,170 100,00090,00087,97484,611

目標とする指標

貸出金残高 80,830

【計画】 3年間増減 【計画】 3年間増減

1,200 1,500 

36,000 39,000 

500 600 

185 200 

7%程度 

※1:2016/3の進捗率は、2015年11月に公表した上方修正後の中計最終年度目標をベースに記載 
（親会社株主に帰属する当期純利益・役務取引等利益・融資新規獲得件数は、2016/3期の期初目標に対する進捗率を記載） 

※2:2017/3の親会社株主に帰属する当期純利益の開示計数:520億円 

36,000 39,000 

7%程度 

1,200 1,500 

500 600 

185 200 

   昨年11月に計数を見直した項目 
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営業戦略 

営業戦略 



13 

環境認識 

（万人） 

千葉県の人口および世帯の推移 

※千葉県毎月常住人口調査 
（各年10月1日現在） （万世帯） 

世帯数（右軸） 

人口（左軸） 

国土交通省公表 

0.0%
0.1%

0.2%
0.3%

0.6%

0.9%

0.4%

1.0%
1.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2014 2015 2016

工業地：柏市6.9%  
    船橋市3.9%  
    市川市3.0% 
 
住宅地：君津市5.4%  
    木更津市3.2%  
    成田市1.4% 
 
商業地：君津市5.9%  
    成田市2.7% 
    木更津市2.2% 
 

「東京圏の都市鉄道が目指すべき姿」を実現する
上で意義のあるプロジェクト（国土交通省） 

• 都心直結線の新設（押上～新東京～泉岳寺） 
• 京葉線とりんかい線の相互直通運転 
• つくばエクスプレスの延伸（秋葉原～東京） 
• 地下鉄の延伸（押上～松戸/押上～野田市） 
• 総武線と京葉線を接続する新線（新木場～津田沼）他     

増加数（千人） 増加率 住宅地 商業地 工業地 

全国 ▲947 ▲0.7 ▲0.2（▲0.4） 0.9（0.0） 0.0（▲0.6） 

 千葉 8 0.2 0.2（0.1） 0.9（0.6） 1.5（1.0） 

東京 354 2.7 1.6（1.3） 4.1（2.9） 1.9（1.1） 

神奈川県 79 0.9 0.1（0.4） 1.4（1.4） 2.1（1.0） 

 埼玉県 67 0.9 0.0（0.0） 0.7（0.5） 1.2（0.5） 

 茨城県 ▲52 ▲1.7 ▲1.2（▲1.6） ▲1.6（▲2.1） ▲1.6（▲2.1） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

592
605

621 622

217
232

251 260

0

50

100

150

200

250

500

600

700

2000 2005 2010 2015

柏市（20位）10,042人 

人口増加数の上位20市町村に 
4市がランクイン 

千葉市（18位）10,890人 

流山市（19位）10,433人 

船橋市（14位）13,783人 

2016年 
（2015年） 

変動率上位 

住
宅
地 

0.2% 
（0.1%） 

君津市 5.4%  
木更津市3.2%  
成田市 1.4% 

商
業
地 

0.9% 
（0.6%） 

君津市 5.9% 
成田市 2.7% 
木更津市2.2% 

工
業
地 

1.5% 
（1.0%） 

柏市  6.9%  
船橋市 3.9%  
市川市 3.0% 

2015年 
順位 

都道府県 
2010年 
（千人） 

2015年 
（千人） 

増減率 

1  東京都 13,159 13,514 2.7% 

2  神奈川県 9,048 9,127 0.9%  

3  大阪府 8,865 8,839 ▲0.3% 

4  愛知県 7,411 7,484 1.0% 

5  埼玉県 7,195 7,261 0.9% 

6  千葉県 6,216 6,224 0.1% 

9  福岡県 5,072 5,103 0.6% 

25  沖縄県 1,393 1,434 3.0% 

26 滋賀県 1,411 1,413 0.2% 

 全国 128,057 127,110 ▲0.7% 

柏市 

船橋市 
市川市 

成田市 

木更津市 

君津市 

人口
順位 

都道府県 
2015年 

（10万人） 

1  東京都 135 

2  神奈川県 91 

4  愛知県 74 

5  埼玉県 72 

6  千葉県 62 

9  福岡県 51 

25  沖縄県 14 

26 滋賀県 14 

 全国 1,271 

千葉県の公示地価（用途地域別対前年変動率） 

・即日配送ニーズが高まる中、 
 湾岸部や常磐道柏IC周辺における 
 大型物流施設開発 
 
・工業地個別地点上昇率： 
 全国1位（船橋9-5）+13.7% 
 全国2位（柏9-3）+11.9% 

・東京湾アクアライン接岸部における 
 大型商業施設や大規模住宅開発 

住宅地+5.4% 
商業地+5.9% 

住宅地+3.2% 
商業地+2.2% 

工業地 
+6.9% 

工業地 
+3.9% 

工業地 
+3.0% 

住宅地+1.4% 
商業地+2.7％ 

用途地域 住宅地 商業地 工業地 

2016年 
（2015年） 

0.2% 
（0.1%） 

0.9% 
（0.6%） 

1.5% 
（1.0%） 

東京湾アクアライン通行台数 

（万台/日） 
4.4万台

/日 

3.3万台
/日 

・成田市「国際医療学園都市構想」 
 国家戦略特区指定 
 

・2015.6 圏央道と東関道が直結 
 圏央道（神崎IC-大栄JCT）延伸後、 
 東関道（大栄JCT-成田IC･JCT）の 
 交通量+26％ 

人口増加数 
上位20市町村 
千葉県から 

4市ランクイン 
 

14位 船橋市 
18位 千葉市 
19位 流山市 
20位 柏 市 

2010年調査比 
人口増加 

8都県のみ 

2015年国勢調査結果 

・東京  ・千葉 
・神奈川 ・福岡 
・愛知  ・沖縄 
・埼玉  ・滋賀 
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法人取引 

営業エリア全域で資金ニーズに積極的に対応 

中小企業向け貸出残高 

（億円） 

下期 

上期 

前年同期比
+5.6％ 

「地方創生」関連ローン（2015.10取扱開始） 

 住宅ローン「移住・定住促進プラン」 目的別ローン「空き家対策ローン」 

「広域ちば地域活性化ファンド」（2015.10設立）  

 総額：5億円 共同GP：ちばぎんキャピタル・REVICキャピタル 

   

 

 

地方創生部会 
 地方創生部（2015.10設置） 

 

地方創生・地域活性化委員会（2015.8設置） 

事業性評価部会 
 

「ちばぎん地方創生融資制度」（2015.11取扱開始） 

 創業・新規事業の事業性を評価 
  

（計画）     （参考） 

前年同期比
+13.2％ 

広域ちば地域活性化ファンド（2015年度実績：1社） 

 耕作放棄地等を集約して大規模農業を営む
計画を検討 

 事業を開始するまで準備期間が必要である
ことが課題 

お客さま 

〈農業生産法人〉 

 解体予定であった公共音楽施設をダンス等
の合宿所として利活用する事業 、公営の
女子寮を外国人向け宿泊施設として利活用
する事業を計画 

お客さま 

〈宿泊所等運営〉 

柔軟な返済計画を設定できる融資制度を活用 
地域活性化に資する新事業の開始をサポート 

多様な資金調達手段の提供により新事業の開始をサポト 
外部専門家(REVIC)を活用したハンズオン支援を実施 

ちばぎん地方創生融資制度（2015年度実績：2社） 

 
投資先：（株）R.project 

投資事業：ダンス・音楽合宿所設置 

     外国人旅行者向け宿泊施設設置 

【融資先】耕作放棄地等を集約して大規模農業 

    障がい者の就労・自立を支援する新規事業 

ファンドによる投資+融資により、計画に必要な資金を調達 

3年間返済据置（融資期間計23年間）での資金調達を実現 

（億円） 
（※1） 当行で実行した1億円以上の設備資金融資 

下期 

上期 

設備資金融資（※1）実行額 

（※2） 現在の方式で統計を開始した1998年度以降 

過去最高※2 

順位 銀行名 社数 

1位 千葉銀行 20,915 

2位 西日本シティ銀行 19,933 

3位 福岡銀行 19,589 

4位 静岡銀行 16,564 

5位 常陽銀行 15,940 

※ 

※ 

融資新規件数 
（県外特別店を除く） 

（件） 

過去最高 

（計画）     （参考） 

2015年メーンバンク調査（帝国データバンク） 

千葉銀行をメーンバンクと 
認識している企業数 

20,915社 
地方銀行1位 

（調査開始以降7年連続） 

中小企業向け貸出残高 

広域ちば地域活性化ファンド（2015.10設立） 

ちばぎん地方創生融資制度（2015.11取扱開始） 

 2015年度実績：1社/98百万円 

 2015年度実績：2社/318百万円 

【事例】空き公共施設を活用した合宿・研修施設運営事業 

【事例】耕作放棄地等を集約して大規模農業 

    障がい者の就労・自立を支援する新規事業 

融資先：東総みどり農産㈱、資金使途：農地購入、農業用施設建築 

融資先：㈱幸和義肢研究所、資金使途：障害者向け勤労支援施設建築 
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戦略的営業地域への積極的な営業展開により収益を拡大 
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新宿支店  
恵比寿法人営業所 
（2015.10設置） 
・中堅・中小企業向け貸出 
・富裕層取引 
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

05/3末 07/3末 09/3末 11/3末 13/3末 15/3末

千葉県外リテール店舗※貸出残高 

（億円） 
※千葉県外店のうち大企業向け店舗 
（東京営業部・新宿支店・大阪支店）を除く 

16/3末
10,130億円 

05/3末
2,328億円 

「池袋エリア」への出店により、東京23区全域をカバー 

品川支店 

東京23区「戦略的営業地域」 
における積極展開 

新宿 

秋葉原 

東京営業部 
深川 

葛西 

みずえ 

篠崎 

小岩  

錦糸町 

金町 

千住 

恵比寿法人営業所 
新規融資件数（累計） 

新宿支店 
恵比寿法人営業所 

2013.10 品川法人営業所 
 開設  
2015. 7 支店昇格 

2013.10 新宿支店リテール 
 営業人員2名配置 
2014. 4 営業人員2名増員 

2015.10 恵比寿法人営業所 
 開設 

（1） 品川支店 【Ｈ25.10 営業所開設】 

 （Ｈ25.10～Ｈ28.3） 【Ｈ27 .7 支店昇格】 

  
実 績    当初計画との対比 

（百万円、％） 当初計画※ 計画比 達成率 

融資新規実行額   31,939 12,540 19,399 255% 

末残 （Ｈ28.3末時点）   31,002 9,978 21,024 311% 

新規投入スプレッド（全案件） （179件） 0.842% 0.796% 0.046% ― 

  うち上場、上場関連 （19件） 0.246% ― ― ― 

  うち中堅、中小、アパマン （160件） 1.001% ― ― ― 

※当初計画…実行額は営業一人あたり1年目80百万円/月、2年目以降100百万円を/月ベースに計画 

     スプレッドは24/下期の品川エリアにおける中堅・中小企業の融資新規貸出スプレッドの平均 

（2） 新宿支店 （リテール活動）  【Ｈ25.10 リテール営業人員2名配置】 

 （Ｈ25.10～Ｈ28.3） 【Ｈ26 .6 リテール営業人員2名追加】 

（リテール案件） 
実 績    当初計画との対比 

（百万円、％） 当初計画※ 計画比 達成率 

融資新規実行額   8,950 9,600 -650 93% 

末残 （Ｈ28.3末時点）   11,100 8,176 2,924 136% 

新規投入スプレッド （中堅、中小、アパマン） （103件） 0.941% 0.656% 0.285% ― 

※当初計画…実行額は営業一人あたり1年目80百万円/月、2年目以降100百万円/月をベースに計画 

     スプレッドは25/上期の新宿エリアにおける中堅・中小企業の融資新規貸出スプレッドの平均 

（3） 恵比寿法人営業所 【Ｈ27.10 営業所開設】 

 （Ｈ25.10～Ｈ28.3） 

  
実 績    当初計画との対比 

（百万円、％） 当初計画※ 計画比 達成率 

融資新規実行額   5,585 1,920 3,665 201% 

末残 （Ｈ28.3末時点）   5,548 1,840 3,708 302% 

新規投入スプレッド（全案件） （36件） 1.007% 0.800% 0.121% ― 

  うち上場、上場関連 （1件） 0.300% ― ― ― 

  うち中堅、中小、アパマン （35件） 1.028% ― ― ― 

※当初計画…実行額は営業一人あたり80百万円/月で計画 

        スプレッドは27/下期の新宿支店リテール活動における融資新規貸出スプレッドの平均 

①豊島区役所旧庁舎跡地及び公会堂敷地の 

 再開発計画 （2020年3月竣工予定） 

 ・オフィス、商業棟（64,000㎡、30階建） 

 ・ホール棟（7つの劇場）     

②西武池袋駅リニューアル、旧本社ビル 

 建て替え （2019年3月完成予定） 

 ・商業施設、オフィス（18階建） 

③池袋駅西口地区まちづくり   

 ・高層ビル2棟を含む計132,000㎡規模の 

  再開発構想（事業区域約3.7ｈａ） 

・豊島区役所旧庁舎跡地、 
 公会堂敷地の再開発計画 
 （2020.3予定） 
・西武池袋駅リニューアル 
 （2019.3予定） 
・池袋駅西口地区まちづくり 

新宿支店  
池袋法人営業所 
（2016.10設置予定） 
主要エリア：豊島区・板橋区・練馬区 
ターゲット：法人・個人 

新宿支店 
恵比寿法人営業所 

品川支店 

新宿支店 

新宿支店リテール 

品川支店 
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200

400
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品川支店 
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恵比寿法人営業所 

0

50

100
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新宿支店リテール 

2013.10法人営業所開設 
2015.7支店昇格 

2013.10リテール営業2名配置 
2014.4リテール営業2名増員 

2015.10法人営業所開設 

36
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品川支店・新宿支店リテール・恵比寿法人営業所 
貸出残高※ 

（億円） 

（件） 

恵比寿法人営業所 

東京23区を 

面でカバー 

※部分直接償却前 

15/3末比+136％ 
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グループ会社の業容も着実に拡大 
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加盟店数・加盟店取扱高 カード会員数・ショッピング取扱高 
（グループ合計） 

 スーパーカード＜デビット＞ 
 （2014.10取扱開始） 
 千葉市プレミアム 
 商品券活用スキーム 

ショッピング取扱高（左軸） 

期末カード会員数（右軸） （億円） （千人） 

加盟店取扱高（左軸） 

期末加盟店数（右軸） 

(億円） 前期比

子会社経常利益 55 66 75 9

ちばぎん保証 19 30 37 6

ちばぎん証券 12 12 7 △ 5

ちばぎんリース 8 9 5 △ 4

ちばぎんJCB 7 7 11 4

ちばぎんDC 1 1 2 0

その他子会社 5 4 11 6

16/3期14/3期 15/3期

主なグループ会社の当期利益 

カード事業収入（グループ合計） 

（百万円） （億円） （店） 

ニーズ発掘 商品提案 契約・検収 

9社を 
移転・集約
（2016.5） 

グループ会社13社 

ちばぎん幕張ビル 

ちばぎんリース取引実績 

2,193

3,533 3,366
4,007 3,787

5,765

4,77959

73
64

101

121
140

121

0

50

100

150

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1Q14 2Q14 3Q14 4Q14 1Q15 2Q15 3Q15 4Q15

取引件数（右軸） 

一次リース検収額（左軸） 

（百万円） （件） 

証券・カード・リース 

 ちばぎん証券㈱ 
◆ちばぎんジェーシービーカード㈱ 
◆ちばぎんディーシーカード㈱ 
◆ちばぎんリース㈱ 

人材派遣・業務受託 

◆ちばぎんキャリアサービス㈱ 
 ちばぎんハートフル㈱ 
◆㈱総武 

調査・コンサルティング 

◆㈱ちばぎん総合研究所 
◆ちばぎんキャピタル㈱ 
 ちばぎんアセットマネジメント㈱ 
◆ちばぎんコンピューターサービス㈱ 

信用保証・債権管理 

 ちばぎん保証㈱ 
◆ちば債権回収㈱ 

 リース媒介業務（2015.4開始） 
・銀行担当者によるリース案件発掘や具体的な利用提案 

銀行担当者 

ちばぎんリース担当者 

グループ会社の業績推移 

  

(億円） 前期比

子会社経常利益 93 107 108 1

ちばぎん保証 35 52 56 4

ちばぎん証券 20 19 10 △ 8

ちばぎんリース 14 15 8 △ 6

ちばぎんJCB 11 11 14 3

ちばぎんDC 3 2 2 0

その他子会社 8 6 15 8

16/3期14/3期 15/3期

主なグループ会社の経常利益 

カード事業収入・ショッピング 
取扱高（グループ合計） 

ショッピング取扱高（左軸） 

カード事業収入（右軸） 

（億円） 

（百万円） 

カード会員数・ショッピング取扱高 
（グループ合計） 

ショッピング取扱高（左軸） 

期末カード会員数（右軸） （億円） （千人） 

ちばぎんアセットマネジメント 
運用残高 

ちばぎん証券への紹介件数 

15.4 私募投信 
15.7 公募投信 
取扱開始 

15.4  
リース媒介業務開始 

（件） 

（億円） 



住宅ローン 
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営業体制の見直しにより情報収集と案件取込を徹底 

28,817

30,163

31,405
32,000

36,000

25,000

28,000

31,000

34,000

37,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 20/3末

（億円） 

住宅ローン残高 

（計画）    （参考） 

対象ブロック拡大 

ローン営業・ブロック協働活動 

   

浦安 
津田沼 

松戸 

船橋 
市川 

中央 

鎌ヶ谷 

事前審査申込金額 

借換え案件実行件数・金額 

（億円） 

（億円） （件） 

事前申込金額 

うち非提携ローン金額 

浦安・松戸・津田沼・船橋・市川 

事前審査 件数+5.7% 金額+9.1％ 

実行額+4.1%（全店▲5.4％） 

実行額の17.3% ⇒ 20.0% 

残高増加率 

 

首都圏マンション供給 住宅着工件数 

実行時適用金利構成 

変動金利 

固定10年以上 

固定10年未満 

住宅ローン実行額(上期推移) 

前年同期比 
+10.8％ 

（億円） 

団体信用生命保険の上乗せ利率引下げ（2015.4～2016.3） 
・「がん団信」    +0.1% ⇒ 上乗せなし 
・「生活習慣病団信」 +0.2% ⇒ 0.1% 

※凸版印刷株式会社が運営する住宅ローン事前審査一括 
 申込サービス『Smart Entry Tab®』利用先の端末 

 
【サービスの特徴】 
１．タブレット端末のカメラ機能を利用し、運転免許証や名刺等の情報を読み取り、自動的に入力画面へ反映することにより、
お客さまの入力負担を軽減します。 
２．審査データをインターネット回線を使って処理することにより、審査回答までの時間を短縮することができます。 
３．情報はペーパーレス化され、住宅関連企業のタブレット端末から凸版印刷株式会社のデータセンター上のクラウドシステム
に暗号化して保管されるため、セキュリティ向上が図られます（ファックス等の誤送信や書類紛失等のリスクを削減します）。  

見本 

タブレット端末※からの事前審査申込み（2016.4受付開始） 
・審査回答までのスピードアップ 
・お客さまの利便性向上 
・ペーパレス化、情報セキュリティ向上 

ネット審査キャンペーン（2015.4～2015.9） 
・ホームページからの事前審査申込み促進 

提携リバースモーゲージ 
（2015.5取扱開始） 

地域活性化につながる 
取組み※を積極支援 

※山万株式会社が佐倉市ユーカリ 
 が丘地区で展開する街づくり 

協働ブロック実行金額 
（浦安・松戸・津田沼・船橋・市川・中央ブロック合計） 

前年同期比 
+3.3％ 

写真を確認 

（億円） 

非提携ローン：主に業者経由の申込 

2015.12～ 

2016.4～ 

提携ローンを除いた 
実行額の3割を協働 
ブロックでカバー 



5
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無担保ローン 
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非対面チャネルを活用、プロモーション強化により残高増強を図る 
個人向け無担保ローン残高 

（計画）   （参考） 

（億円） 
（目的別ローン、カードローン） 

目的別ローン実行額 

（億円） 

カードローン 

マイカーローン 

教育ローン 

リフォームローン 

フリーローン 

前年同期比 

 +29.4％ 

目的別ローン 

（億円） 

インターネット支店のエリア別実行額割合・残高 

60% 

40% 

インターネット 

店頭ポスター・ＤＭ・

交通広告等 

76% 

24% 

広告認知媒体割合 
（顧客アンケートに基づく） 

カードローン実行件数 

保証会社別残高 

64.4%

35.6%

ちばぎん保証 

外部保証 

ちばぎん保証による保証残高・延滞率 

電話・FAX等 

インターネット うちクイックパワー 

クイックパワー 
チャネル別申込割合 

前年同期比 

 +29.4％ 

（件） 前期比 

3.6倍 （億円） 

プロモーション強化 

  

県外割合 
97% 

千葉県 3% 

東京都 
41% その他 

56% 
マイカーローン 

教育ローン 

クイックパワー 

その他 前期比 
+20.3％ 

前期比 
3.6倍 
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千
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信託・相続関連業務 

信託・相続関連業務の専担部署を設置、推進を強化 

保管中の遺言において 
将来の相続発生時に 
収受できる執行報酬 

約700百万円 

申込件数及び収益の推移 

0

30

60

90

120

150

180

0

100

200

300

400

500

600

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

16/3末現在 

遺言信託（左軸） 

遺産整理（左軸） 
収益（右軸） 

（件） 

（百万円） 

申込済案件の将来収益見込み 

仕掛中案件の 
見込収入 

保管中の遺言の 
将来執行報酬 

申込済で手続完了次第 
収受できる手数料 

約240百万円 

遺言信託受託先の資産 
※各期末までに受託した先の資産（既に執行済のものも含む） 

全資産 

うち金融資産 

うち当行 

（億円） 

【ポイント】 【キーワード】 【具体的な効果】 

関係強化 
「人生の集大成」 

「家族の話」 

銀行と顧客の距離感が一気に縮まる 

遺言まで預けた銀行 ⇒被シフト防止効果 

資産把握 
「他行取引の把握」 

「全不動産の把握」 

全資産を把握したうえでの提案 ⇒顧客納得性が高いことが特徴 

融資・運用の提案機会創出 ⇒銀行取引強化 

取引継続 
「次世代へのアプローチ」 

「すべての財産が満期」 

次世代とのコミュニケーションのきっかけになる 

財産の所有者が変わる ⇒ビジネスチャンス拡大 

お客さま 
（委託者・受益者） 

後見人 
（法定代理人） 

家庭裁判所 

当 行 
（受託者） 

上申・報告 

報告 

一時金交付等の請求 
信託変更の届出等 

 
定期・一時金交付 
信託財産の返還 

ちばぎん後見制度支援信託（2016.7予定） 

預金口座 
⇒日常的支出 

  

仕掛中案件の見込収入 

 申込済で手続完了次第収受できる手数料 約3億円 

保管中の遺言の将来執行報酬 

 将来の相続発生時に収受できる執行報酬 約7億円 

               

16/3末現在 

計 約10億円 

  

ちばぎん遺言代用信託（2016.10予定） 

一定金銭を生前信託   将来の相続発生時にスムーズに払戻し 

預金流出防止・次世代との関係強化 
お客さま 

（委託者・受益者） 
後継者等 
（受託者） 

公証役場 
信託契約・公正証書作成 

当 行 
（受託者） 

ちばぎんファミリートラストサポートサービス（2016.5） 

アドバイザリー契約 

運用指図 
 

家賃等 

信託財産 

千葉県における高齢者（65歳以上）人口： 1,547千人 

千葉県総人口： 6,254千人 

1,547  

1,000

1,200

1,400

1,600

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

高齢化率 
24.7％ 

2015.4.1現在 

預り資産関係への取引拡大 

非課税枠の活用 
名宛機能の活用 

プライベートバンク 
長期運用 

保険商品 
113件／1,893百万円 

ロンバーオディエ信託（代理店） 
18件／2,024百万円 

融資への取引拡大 

資産承継コンサル 融資獲得 
46件／ 

7,003百万円 

持株会社設立 

収益物件購入 

納税資金対策 

21% 

20% 
59% 

富裕者 

法人オーナー 

その他 

14% 

47% 

23% 

16% 
5億以上 

1～5億円 

0.5～1億円 

0.5億円未満 

相続関連業務受託先の属性 

※富裕者とは、総資産5億円 
 以上、金融資産１億円以上等 
 の基準を満たすような資産家 

2016/3期実績 

2016/3期実績 

過去最高 

サポートサービス（左軸） 



△ 7 
△ 43 

△ 164 

139 
90 

247 4% 
3% 3% 

6% 

10% 

16% 

-12%

-8%

-4%

0%

4%
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16%

△ 200 

△ 100 

0
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90,865
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グループ預かり資産 

顧客の潜在ニーズを掘り起こし、グループ預かり資産残高の増強を図る 
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グループ預かり資産残高計画（億円） 

16/3末 
20,130 

17/3末 
24,000 
（計画） 

20/3末 
30,000 
（参考） 

投資信託口座数 

（件） 
15上新規口座

10,513件 

2015.3 
みらいラップ 

取扱開始 

2015.7 
ちばぎんラップ 

取扱開始 

販売-解約（左軸） 

コア・ファンド※販売比率（右軸） 

投資信託の販売動向（販売-解約） 

アプローチ対象先 

（億円） 

うち10百万円以上 

預金先26万人 

預金残高4.4兆円 

複数銘柄 

保有なし 

＜当行預金先＞ ＜株投保有状況＞ 

長期・安定運用 

分散投資 

＜潜在ニーズ＞ 

当行預金先464万人 
預金残高8.0兆円 

コア・ファンド提案 

  

ちばぎんＡＭ組成 
公募投信第１号 

推進態勢の構築 専任担当者の集約 営業手法の変革 

対象ブロック拡大 

          

佐倉 

柏 

八千代 

営業事務の簡素化 

コンタクトセンターの機能強化 

保険アウトバウンド業務の開始 

長期・安定運用 
分散投資 

浦安 

松戸 

船橋 

市川 

中央 

津田沼 

19 

31 

0

10

20

30

40

15/3期 16/3期

平準払生命保険 
初年度保険料 

（百万円） 

（4-12月実績） 

コア・ファンド※残高・比率 

預金先の投資状況 

3,592 

4,614 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

15/3期 16/3期

ちばぎん証券への紹介顧客数 

14,131

27,693

3.7%

7.7%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

10,000

20,000

30,000

15/3末 16/3末

保有なし 

1銘柄 

複数銘柄 

（百万円） 

（件） 

※ちばぎんラップ・ファンド、みらいラップ、
ダイワ日本国債、ＭＨＡＭ物価連動国債 

141

273

0
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200

250

300

15/3末 16/3末

コア・ファンド残高 

（億円） 2015.7 
ちばぎんラップ 

取扱開始 

エリア・コンサルタント（ＡＣ）チーム拡大 
専担者をブロック母店へ集約 

   柏 
（2014.10）  

預かり資産専任担当者 
１人あたり販売額 

全店平均比2倍 

浦安・船橋 
（2015.10） 

松戸 
（2015.4） 

市川
（2015.7） 

24万人 

          

（億円） 

専任担当者 

支店の預
かり資産
担当者 

68

132

0

50

100

150

15/9末 16/3末

ちばぎんラップ・ファンド残高 

2016.4～ 

2015.12～ 

2015.12～ 



  国際業務 

ネットワークの充実、安定調達を意識しながら外貨建貸出を拡大 
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（百万ドル） 

国内店 

海外店 

TSUBASA 
「市場・国際業務の提携強化に関する協定」 

人材交流、海外セミナーや商談会の共同開催 

3支店 3駐在員事務所 10提携行
（2015/9時点） 

海外ネットワーク 

1987/4 
ニューヨーク支店 

1991/2 
ロンドン支店 

1989/4 
香港支店 

1995/11 
上海駐在員事務所 

2014/9 
バンコク駐在員事務所 

2011/3 
シンガポール駐在員事務所 

米ドル建て貸出残高推移 

1年以上の
貸出金 

外債等 

外貨預金 

通貨スワップ 

日銀オペ 

外債 

16/3末現在 
カバー率 
91.7％ 

100％へ 

米ドル調達状況 

安定調達 

レポ 

マネー 

中銀預金 

低流動資産 

（百万ドル） 

 米ドル建SB発行（地銀初） 
 2014.10 300百万ドル 
 2015.7 300百万ドル 

100

295

400

460

0
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200

300

400

500

14/9末 15/3末 15/9末 16/3末

 多様な地域・投資対象 
 
 
 
 
 
 
 

航空機 
船舶 
インフラ 
エネルギー 

北米 
欧州 
アジア 
中東 

地域 投資対象 

米ドル建て貸出の国別残高 
または 

ドン建てスタバイ事例 

Ｖ 【事例】海外での設備投資に対し、当行の海外支店を活用 

 
•香港での生産拡大を図
る為、現地法人の設備
投資を検討 
 

•設備投資により、香港
での生産を拡大し、売
上増加 

 
•当行香港支店と提携 
 
 
 

•設備投資に対し、当行
香港支店から直接融資
を実施 

お客さま 
〈食品製造業〉 

 

海外ネットワーク 

ロンドン支店 

ニューヨーク支店 

香港支店 

上海駐在員事務所 

バンコク駐在員事務所 

シンガポール駐在員事務所 

3支店 3駐在員事務所（2016/3時点） 

2016.4 
海外拠点長をスピーカーと
した顧客向けセミナー開催 

TSUBASA行から 
ニューヨーク・香港支店
にトレーニーを受け入れ 

上海、バンコク、ホーチミンへトレーニーを派遣 

プロジェクトファイナンス 

（億円） 

※14年4月以降新規に取り組んだ案件の残高 

海外 

国内 

前期比 
+38.5％ 

○ガス焚き発電所 

○学校建設/運営 

○航空機ファイナンス 

（参考） 

＜取組案件例＞ 



フィンテック 

データの整備・活用、マーケティングの高度化 

オムニチャネル化の推進、個客プロファイル作成による新たな収益機会の創出 

ＡＩ 
（人工知能） 

モバイル 
（チャネル） 

ビッグデータ 新サービス 
決済・新型融資 等 

新たな収益機会の創出 

個客プロファイル 

どのチャネルでも 
同じ商品・サービスを 

レコメンド(推奨)･クロスセル 

※銀行内の取引データや外部データを 
 もとに、お客さまごとのライフスタ   
 イルや嗜好を加えたデータ。 

フィンテックの活用 

●ゼネリックソリューションとの 
 ビッグデータ分析における協業   
 （2015.12.2) 

●freeeとの協業検討 
 クラウド会計ソフト利用企業に 
 対する新たな融資スキームの検討  
 （2015.12.14) 

●「LINE 」アカウントの開設 
 （2016.3.1) 

●スマホアプリの新設    
  (2016.6予定） 
  

●フィンテック事業化推進室の設置 
 （2015.11.2) 

●ホームページトップ画面 
 リニューアル(2015.12.17) 

具体的な取組み 

●人型ロボット「Pepper」の 
 お取引先への導入支援サービスの 
 開始（2016.3.1) 

New!! 
 

お客さま 

コールセンター 

ホームページ 
ＳＮＳ 

インターネット 
バンキング 

ＡＴＭ 

店舗 

スマホアプリ 
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提携戦略について 

23 

提携戦略について 
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提携戦略 

広域 

首都圏 

県内 

地元行との提携 

千葉・武蔵野アライアンス 

○ 金融システム高度化に資する先進的なＩＴ技術の調査・研究等 

○ 商品・サービスの高度化、バックオフィス業務の共同化等 

トップライン増強 

コスト削減 

トップライン増強 

コスト削減 

コスト削減 

ＴＳＵＢＡＳＡアライアンス 

地域のお客様のメリットを追求し、企業価値向上を実現 

地域のお客様にメリットを提供 

収益の拡大をつうじた企業価値の向上 ＴＳＵＢＡＳＡプロジェクト 

○ 防災協定、市場・国際部門の提携等の広範な提携 

○ 手形・税公金業務の共同外部委託、本支店・事務センター間等 

○ ノウハウの共有、商品・サービス・ITシステム等の共同開発、 

人材交流、グループ会社の相互活用等 

本店所在地 
 
店舗所在地 

の輸送車の共同運行 
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TSUBASAアライアンス 

出資 

金融サービスの企画・開発・販売業務 

コンテンツパートナー 
（フィンテック企業） 

システム開発パートナー 
（専門技術の提供等） 

Watson モバイル ビックデータ 新サービス 
システム 

ベンダー 

フィンテック

ベンチャー 

国内動向 

他行動向 

調査・研究業務 

研究・調査 
 

ビジネスコンテスト 

地銀向け業務支援 
アプリの開発 

 当  行 

 第四銀行 東邦銀行 
 中国銀行 北洋銀行 
 伊予銀行 日本IBM 

40％ 

各10％ 

出資比率 

  

T&Iイノベーションセンター（株） 

（2016年7月設立予定） 

2016年4月、当行がアレンジャーとなり、不動産総合サービス
企業向けにシンジケートローンの第１号案件を組成 

2016年1月に導入済み 

相互バックアップ 

第四銀行   2017年1月より 

中国銀行   2017年5月より 

コスト削減 
約5億円／年 

（単独開発の場合との比較） 

システム開発パートナー 
（専門技術の提供等） 

・調査・研究業務 
 システムベンチャー、フィンテックベンチャー、国内動向など 

・金融サービスの企画・開発・販売業務 
 地銀向け業務支援アプリの開発など 

・ビジネスコンテスト 
 フィンテックベンチャーの発掘 
 

TSUBASAアライアンス 

TSUBASAプロジェクト 

TSUBASA金融システム高度化アライアンス 
 

ニューヨーク支店、香港支店にてトレーニーを受入れ 

基幹系システムの共同化 

 第四銀行、中国銀行と共同開発 
 

  

 
第四銀行 

中国銀行 

2016.1導入 

2017.1導入 

2017.5導入 

 コスト削減 
5億円／年 

（単独開発の場合との比較） 

基幹系システム共同化 

第四銀行 

中国銀行 

北國銀行 

伊予銀行 

東邦銀行 

北洋銀行 

本店所在地 
 
店舗所在地 

  

会社概要 

市場・国際提携強化 

シンジケートローンの共同取組 



千葉・武蔵野アライアンス 

 地域に根をもった金融機関 

 店舗の重複がほとんどない 

 首都圏に位置しており、課題を共有 

 

 

 

 

提携を進めやすいパートナー 

一定株式を相互に保有 

業務提携 

これまで同様の 

地域へのコミットメント 

 

 

スピード感をもって 

実効性が高い協業の実施 

トップライン収益の拡大 
コスト削減 

双方が独立経営を維持 

資本提携 

新たな地銀提携モデル 

新たな地銀提携モデルの構築 

預金  11.1兆円 
貸出金   8.7兆円 

預金   3.8兆円 
貸出金  3.3兆円 

都道府県 
人口 

（千人） 
世帯数 

（千世帯） 
GDP 

（兆円） 
事業所数 
（千先） 

千葉県 6,224 2,607 19 190 

埼玉県 7,261 2,969 20 244 

千葉・埼玉合計 13,485 5,576 39 435 

東京都 13,514 6,692 91 627 

(参考)全国に占める割合 10.6％ 10.4％ 7.9％ 7.9％ 
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役員 

11分科会（本部各部をすべて包含） 
 

アライアンス推進事務局 

 

企画 広報 秘書・人事 

リスク・コンプライアンス・監査 

事務システム 

推進体制・検討項目 

プロジェクトファイナンス 
クレジットカード 

サブシステム 
営業店業務効率化 

バックオフィス業務 

アセットマネジメント 
証券・リース・総研 

トレーニー派遣 

ノウハウ共有 

共同開発 
人材交流 

グループ会社 
活用 

ノウハウ共有 
共同開発等 

住宅ローン（共同営業活動） 
シンジケートローン案件紹介 
信託ビジネスでの協業 
当行海外拠点の活用 
審査システム・ノウハウの共有 

グループ会社活用 
アセットマネジメント 
証券、リース、シンクタンク等 

人材交流 
海外拠点トレーニー受入 
行員向けセミナー共同開催 

5年間累計で100億円以上の提携効果を目指す 

チャネル・マスリテール 

審査 

事務集中 

市場国際 

法人・地方創生 

個別テーマ
について 

議論に着手 



ガバナンス・資本政策 

ガバナンス・資本政策 
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1,898

1,432

1,292
1,257

1,142
1,126

1,102 1,087
1,053

53.8

27.2

22.2 20.9
18.3 17.4 16.2 14.6 13.4 

-20

0

20

40

60

1,000

1,500

2,000

01/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末 16/3末

2,725
2,627

1,843

1,3481,426
1,3051,266

1,654

1,821

2,473

2,172

1,3431,3891,3721,432
1,2921,2571,1421,1261,1021,0871,053

0
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20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

ガバナンス 

 政策保有株式簿価※とTier1に対する割合（連結） 

株式簿価 

株式簿価の連結Tier1に対する割合 

（億円） （％） 

※その他有価証券で時価のあるものの取得価格 

持続的な成長と企業価値向上に向けた経営態勢の構築 

役員の構成 

機 関 経営諮問委員会 

位置付け 頭取の諮問機関 

構成員 社内取締役4名・社外取締役3名 

諮問事項 
①重要な経営議題 
②取締役候補者の選任及び報酬案等 

経営諮問委員会（2015.8設置） 

取締役 13名 

うち社外取締役 3名 

監査役 5名 

うち社外監査役 3名 

13名 

3名 

6名/18名 

全役員に占める

社外取締役・ 

社外監査役の 

割合 

3分の1 

社外／全役員 6名/18名 

5名 

3名 

2015年 
6月より
社外取締
役を2名
増員 

15/3末比 
△34億円

（△3.2%） 
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金融セクター比率 

持合い解消 

取締役会の実効性評価 

評価項目 取組状況 

取締役会の構成 

取締役13名（うち社外取締役3名） 

監査役5名（うち社外監査役3名） 

※社外役員計6名（全体の1/3） 

取締役会の役割・責務 

・中期経営計画の進捗確認及び見直し 

・営業戦略の方向性及び各種リスクへ 

 の対応審議 

取締役会の運営状況 
計16回開催 

社外役員出席率100％ 

取締役の活動をサポート 

する体制の整備状況 

社外取締役への情報提供の充実 

・タブレット端末の活用 

・営業店・グループ会社等の視察 

・本部各部室長との面談 等 

経営諮問委員会 

（頭取の諮問機関） 

 社内取締役4名 

 社外取締役3名 

 ・中期経営計画（2015.8） 

 ・取締役候補者の選任及び報酬案等 

 （2015.12、2016.4） 

改善・改革に向けた対応 
・審議時間の十分な確保 
・付議基準の見直し 
・議案資料の質的向上 等 

取締役会全体としての実効性確保 

取締役会のさらなる実効性向上 

取締役による 
自己評価 

改善・改革に向けた 
対応策を検討・実行 

当行株式の保有状況 

15/3末 16/3末 

株数 割合 株数 割合 

銀行 72千株 8.3% 62千株 7.2% 

保険会社 133千株 15.3% 130千株 14.9% 

計 205千株 23.6% 192千株 22.1% 

15/3末 16/3末 増減 

銀行業 17.8% 
（14.0%） 

16.9% 
（10.5%） 

▲0.9% 
（▲3.5%） 

保険業 11.7% 
（9.4%） 

8.5% 
（6.8%） 

▲3.2% 
（▲3.2%） 

金融機関株式の保有構成比 

子会社を除く保有株式の簿価構成比（時価構成比） 

 政策保有株式簿価※とTier1に対する割合（連結） 

株式簿価 

株式簿価の連結Tier1に対する割合 

（億円） （％） 

※その他有価証券で時価のあるものの取得価格 

15/3末比 
▲34億円

（▲3.2%） 

業種別保有状況 
 
グループ会社株式を除く 
簿価ベース 

コーポレートガバナンス・コード（原則1-4）への対応 

政策保有に関する方針 経済合理性等の検討方法 議決権行使基準 

保有意義が認められる

場合において限定的に

保有 

リスク・リターンを踏

まえた保有意義の妥当

性を適宜検証 

当行並びに政策保有先

の企業価値向上の視点

から総合的に判断 

リスク管理部 コンプライアンス部 監査部 

グループ会社（13社） 

非常勤監査役 
に就任 

グループ会社のリスクコンプライアンス等管理体制 

経営会議 

取締役会 監査役会 



6.71% 6.78%

7.97%

7.39%

6.40% 6.27%

7.07%

6.43%

5%

6%

7%

8%

9%

13/3期 14/3期 15/3期 16/3期

自己資本 
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自己資本は質・量共に健全な水準を維持、流動性比率規制等へも着実に対応 

（億円） 15/3末 16/3末 増減

総自己資本 8,241 8,524 283

7,400 7,877 476

7,400 7,877 476

- - -

840 647 △ 193

リスク・アセット 56,181 61,818 5,636

52,090 53,269 1,178

692 615 △ 77

2,973 2,969 △ 3

普通株式等Tier1資本

Tier1資本

うち信用リスク

うちマーケット・リスク

うちオペレーショナル・リスク

その他Tier1資本

Tier2資本

その他バーゼル規制（連結） 

16/3末 参考

レバレッジ比率 5.74%
3％以上(バーゼル委員会目安)

2018年より最終基準

154.3%
70％以上（段階適用）

（2019年～最終基準100％）

15/9末 参考

125% 100％以上（2018/3期～）

流動性カバレッジ比率

（LCR)

安定調達比率（NSFR)

自己資本・リスクアセット等の状況（連結） 

総自己資本比率 

 Tier1比率 

普通株式等Tier1比率 

連結自己資本比率 

（％） 

連結ROE 

※親会社株主に帰属する当期純利益÷ 
((期首連結純資産の部合計-期首新株予約権）+（期末純資産の部合計-期末新株予約権)÷2) 

完全実施ベース 
普通株式等 
Tier1比率
13.31% 

有価証券評価差額金
控除ベース 

東証基準※ 

15/9末 

負ののれん発生益等除き
6.20% 



9
11 11 11 11 11 12 12 13 14 15

0

5

10

15

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期

（円） 

1株当り配当額 

株主還元 
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3期連続 
1円増配を発表 
年間配当予想： 
14円⇒15円 

 （予想） 

成長に向け資本を有効活用、安定配当をベースとしつつ着実な増配を実施 

（億円） 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 
17/3期
（予想） 

年間配当額① 80 98 98 98 97 96 103 102 108 115 

自己株式取得額② - - - - 50 58 94 99 99 99 

株主還元額③＝①+② 80 98 98 98 148 154 198 202 208 215 

単体当期純利益④ 501 446 113 362 381 360 412 432 458 525 

配当性向①/④×100 16.0% 22.0% 86.8% 27.1% 25.6% 26.7% 23.5% 23.6% 23.6% 21.9% 

株主還元率③/④×100 16.0% 22.0% 86.8% 27.1% 38.9% 42.9% 48.0% 46.8% 45.4% 40.9% 

1 

積極的な株主還元を継続 
安定配当を継続しつつ増配を実施 

機動的な自己株式取得 

1 

1 

 
年間配当 

1円増配を発表 
（3期連続増配） 

 

自己株式取得 
2016年4月 

49億円 

 （予定） 



本資料に関する 
ご意見、ご感想、お問い合わせは 

下記ＩＲ担当までお願いいたします。 
 

株式会社 千葉銀行経営企画部（IR担当） 
 

Tel : 043-301-8459 
Fax: 043-242-9121 

E-Mail: ir@chibabank.co.jp 
 
  

   本資料は情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘 
するものではありません。 

  本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。 
  本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績 
  を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営 
  環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。 
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